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稲作協業経営の再編と個別化

細　井　陽　悦

（東　北農　試）

1　は　　じ　め　に

第一次農業構造改善事業（全国5．028地区）に対す

る評価は全国一律的でないし，また，多くの地区が所

期の目的を十分達成したとはいいがたい実状にある。

自立経営の育成をかかげ，多くの地区で土地基盤や近

代化施設の整備を実施してきたが，それは，むしろ兼

業化を促進し兼業農家として農業に止まることをいっ

そう強めたといえよう。

この報告は，農構改事業を契機として設立された部

落ぐるみの稲作協業経営（宮城県色麻村吉田地区）を

対象に，設立（59年）から解体（42年），そして

それが個別経営に再編されてゆく過程をとらえ，解散

に至らしめた理由と個別化を可能とした条件を検討し

たものである。この事例は．また．既存水田単作地帯

における「個別経営による規模拡大」過程としてもみ

てゆくことができる。

2　解散要因の検討

まず，全面協業経営に踏みきった動故は，第一に，

十地基盤繁偏が予定どおり完tLなかったこと，第二

は．整備後の土壌条件が大きく変わり，長期的に生産

力が不安定になることが予想されたことによる。こう

した不安定さが解消されるまで．部落共同体の連帯責

任で耕作することとし，ここに，部落ぐるみの協業経

営が誕生したのである。協業経営の成果が周辺個別経

営のそれを上回れば協業経営の存続と発展が期待され

たが，種々の努力にもかかわらず，結果的には参加個

別農家の「所得減少」にしかならなかった。4年目の

所得は，協業経営に対しそれまでに離脱した農家で平

均20％（最高では48％）も高く，そのため参加農

家は協業経営を不利と判断して解散した（第1表）。

所得減の決定的要因は水稲反収の低さにある。年々上

昇していたが周辺農家に比べて1．5～2俵も低かった。

その原田は．①基盤整備直後の土地条件の不安定，②

栽培管理の不徹底．とくに除草の粗雑さ，③作美適期

の遅れ，④コンバイン，ライスセンターのロスなどで

あり，これらは「協業経営運営の未熟さ」と「大型機

械化省力技術の未成熟」に起因する。反収上昇を図ろ

うとすればするほど労働集約的となり，それが労働費

の上昇を招き所得減少をより大きくさせたく第2表）。

第1表　個別経営と協業経営との所得差（昭42）

項 目

農 家 ．佑

経　　 営　　 実　　 綴 協　 業　 経　　 営　　 と　　 の　 差

水　 田 面 槙 稲　 作 所 得
同 一 面 稲

で の 所 得
所　 得　 差

同 一 所 得

で の面 積 差
増　 加　 率

4

a 円 円 円 a ％

4 1 0 1．7 0 1，4 5 （～ 1．8 5 8．1 1 5 4 5．5 2 5 1 1．2 2．7

5 4 5 7 2，2 1 2，9 9 1 1．8 4 5，9 ° 0 5 d ス0 5 1 9 0．9 1 9 9

‘ 4 5 0 1，9 5 1，2 5 2 1，7 5 8．8 9 9 1 9 4，5 5 5 4 8．1 1 1．2

1 0 2 8 5 1．4 5 4．1 8 1 1．0 7 0，4 1 5 5 8 5，7 8 8 9 5．0 5 5．8

1 4 2 5 5 1，5 9 8，9 5 5 9 4 1，1 5 7 4 5 1 7 9 6 1 1 5．5 4 8．d

平　　 均 5 5 9 1，7 5 又7 （～5 1，4 5 0，1 0 9 2 8 買占 5 4 7 1．7 2 0．0

注．協業経営の所得は10a当り40．595円である。
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第　2表　　協　業　経　営　の　成　果

　　　　　　 年　 次

項　 目
5　 9 年 4　 0 年 4 1 年 4　 2　 年

規

模

加　　 入　　 総　　 面　　 積 6 0．9 4 7 1l a 5 4 ．9 8 1 4 8 ，9 2 4 S d ．8 8 2

参　　　　 加　　　 戸　　　　 数 5 8 戸 2 9 2 4 1 9

1 戸　 当　 り　 平　 均　 加　 入　 面 積 1 6 0 ．4　 a 1 8 9 5 2 0 5 ．8 1 9 4 ．5

正　　 作　　 業　　 員　　 数 1 （～ 人 1 7 1 8 2 5

同　 上 1 人　 当　 り　 負 担　 面 積 5 8 0 ．9　 a 5 2 5 ．5 5 0 5 ．8 1 8 0 ．5

作

業

作　 業　 期　 間　 内　 日　 数 2 9 2　 日 5 0 8 2 8 4 2 5 5

作　　 業　　　 日　　 数　　 率 8 8 ．5　 ％ 8 4 ．9 9 0 ．5 8 4 ．5

田　　 植　　 作　 業　　 日　　 数 5 4　 日 2 1 2 1 1 5

1 日　 当　 り　 植　 付　 面　 栢 1．7 5 h a 2 ．5 （5 2 ．5 0 2 ．4 2

刈　　 取　　 期　　 間　　 日　　 数 4 2　 日 4 2 5 4 5 7

コ　 ソ ∴パ イ　 ン 刈 取 面 栢　 割　 合 1 鼠 7　 ％ 7 8 ．2 7 占．7 7 9 1

土

地

1 0　　 a　　 当　　 り　　 収　 量 5 1 d K ダ 5 9 8 5 8 8 4 5 7

政 府 売 渡 し 米 1 俵 当 り 価 格 5 ．8 8 1 円 8 ，5 9 2 ス 0 7 0 ス 5 ° 1

1 0　　 a　 当　 り　 総　 収　 入 5 5 ．5 9 6 円 4 4 ，° d l 4 6 ，5 7 0 5 ス 5 9 0

労

働

1 D　 a　 当　 り 投 下 労 働 時　 間 8 0．5 時 間 8 4 ．9 9 0 ．9 9 R D

1 0　 a　 当　 り 雇 用 労 働　 時　 間 9 7 時 間 1 1．4 2 1．5 2 1．7

正 作 業　 員　 の　 占 め る　 割　 合 5 占．2 ％ ‘ 5 ．2 5 5 ．8 7 5 ．8

男　 子 労 働 者 の 占 め る 割 合 5 ス 9　 ％ 5 °．7 5 Z d 4 0 ．1

投 下 労 働 1 0 時 間 当 り 収 量 5 貸 4 K P 4 6 ．d 4 0 ．5 4 4 ．1

投 下 労 働 1 人 当　 り 粗 生 産 額 5，5 4 8 円 4 ．2 0 5 4 ．0 7 8 4 ．6 5 2

賃　 金　 水　 準 （ 1 時 間 当 り ） 7 9 2 円 8 5 ．5 9 8 ．7 1 1 5 ．5

経

1 0　　 a　 当　 り　 生　 産　 費 1 4 ．5 1 7 円 1 7こ7 7 2 2 0 ．0 8 9 2 5 ，7 2 1

1 5 0 K g　 当　 り　 生　 産　 費 8 ，8 9 0 円 8 ．7 5 2 8 ．1 8 8 8 ，8 2 9

済

性

1 8　 8・　 当　　 り　　 所　 得 2 4 ，4 1 1 円 5 5 ．0 2 7 5 2 ．8 6 5 4 0 ．5 9 5

1 0　 a　 当　 り　 配　 当　 金 1 号 0 7 9 円 2 7こ4 4 5 2 占，9 1 7 5 2 ，5 7 2

配 当 率 （ 総 収 入 に 対 す る 割 合 ） 5 （5．7　 ％ 6 1．4 5 8 ．0 5 8 ．8

家 族 自 給 労 働 1 人 当 り 労 働 報 酬 2 ．7 6 6　 円 5，5 9 5 5 ．7 8 8 4 ，1 8 0

また，組織上にも問題があった。それは．内部指導

者の欠如，作業月や婦人同志の相互対立，参加農家の

期待効果（大規模鹿家は配当収入，小規模農家は労賃

収入）の差異などである。これらはやがて人間関係を

乱し．そのことが作業のムダを多くしたり，責任分担

を甘くし，結局，「生産意欲の喪失」となり解散を招

いた。これは，参加食加のすべてが協業経営を一つの

機能的集団として理解しながらも．「集団」の中に

「個」を調和させてゆくことができなかったことによ

る。つまり，個別農民の自主的な創造性が．「個」か

ら「集団」へという意識転換を伴わずに集団化された

ことにより，もぎとられてしまったのである。生田化

は，こうした意識の変革なしには，経営内発的要求と

してでてこないし，また．その成立が困難であること

を示す。

る　組織再編と農家の対応

協業経営の解散により，それまで協業経営の大きな

支えであったトラクター共同利用組合も，①オペレー

ターの確保難，②修理費増加に伴う赤字負担の増大な

どを理由に解散した。ライスセンターは農協で継続運

営，コンバインは売却，他のトラクターおよび作業駿

は部落内農家の2グループ（28戸のうち10戸）に

払い下げられ，1セットは大規模農家5戸（1戸当り

5．2ha）による持ちまわり利用方式のAグループに，

他は中規模農家7戸（1戸当り2．5ha）による小集団

利用方式のBグループに再編された。解散したとき，

請負耕作に出して完全に離農したのは小規模農家1戸
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（経営主は村役場収入役，後継者は精肉商）であった。

その後．中・小規模農家層は大規模農家層へ作業委託．

とくに耕起．代かき作業．秋作菜などの委託を急速に増

加しつつある。解散後の主要作業の動きをみると以下

のようである。

1耕起．代かき作業は大規模農家層を中心にトラ

クター利用が定着し，小規模農家はトラクター質餅と

耕うん顔のそれぞれを利用している。委託農家は15

戸であるが面積は25％にすぎない。

2　田植作業は共同と個人に分かれている。大規模

農家の5戸は共同田植をせず．個人で部落外から雇用

して短期間に集中的に実施し．その後の栽培管理を徹

底させている。

5　防除作業は組作業人月の確保難と背負式散布枚

の高能率化により，共同防除から個人防除へと変わっ

てきている。

4　秋作業は協業設立以前から脱穀調製作美の一部

を大規模農家層に委託していたが．収榛，乾燥作業ま

で拡大され，秋作業を完全委託している農家が45年

で4戸ふえている。受託側の一番農家は収穫から調製

までの全作業工程1．5ha，脱穀作業以降1．51－aを請け

負い，自作地ム4haを加えて家族労働で約9haまで

作業規模を拡大している（第5表）。

第5表　受託農家の実態（上位5農家のみ）

農
家
彪

水田
面積

l
年次

秋　　作　　業　　工　　程
受託延面転 導　入　農　機　具刈取 りl乾　 燥匝　 可謁　 製

1
　 a
d41

44年
2戸（280a） l

† 280a
慧 針 年

45年
　　 2戸（155a）√一一一一一一一一一一一一一一一一一→・　　　　2戸（150a）　　　イ一一一一一一一一一⇒

巨

2 4dR7

44年

炉（dOa） ．1戸（150a）　　　　ノ2戸（150aと 巨 。。

J
…≡三慧 45年

45年
　 1戸（dOa）
十一一一一一一一一一一一一一一一一一一一づ

　　　←＿＿2戸（1ヱ亘り＿＿＿→
巨 95

／

5 454．5

44年
．2戸（240a）　　　　 2戸（1dOa） 巨

自脱コンバイン
（イセキ）45年

乾燥挽（山本）
45年
　　 2戸（112a）
■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一・サ

　　　　2戸（180a）　　　4－－－－－日一一一一一一一一号
1 2，2

J

中・小規模農家層の大泉模農家層への作業委託は．

兼業を軌化し農家所得の増大を求めたことにあるし．

大規模良家層が作業受託しえたのは，トラクタ一・日

脱コンバイン・小型乾燥枚などを導入し，家族労働に

よる耕作限界を拡大したことにある。これを可能とし

たのは土地基盤整備の実施であり，これはすべての農

家が事業効果として認めている。用排水分離，区画拡

大．段通整備により耕地が集団化し，田地数は45％

に減少し，1団地当り77％の面駁拡大があった。事

業費は10a当り45千円と低く，わけても米価上昇

期であっただけに，基盤整備に対する評価は高い。

解散後は．部落内28戸のうち25戸が農外へ．残

る5戸が養鶏部門を導入した。小規模農家層は年間兼

業に就労しているが不安定就業が多く，農外収入だけ

で家計を充足するのは困難である。農閑期兼業は冬期

問（5～4カ月間）のみならず夏期間（2カ月間）も

でている0　しかし，その職種は単純肉体労働が多い。

4　若　干　の　展　望

これからの間掛は，部分作業の委託を通じて請負耕
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作が，いつ．いかなる条件のもとで展開し成立してゆ

くかにある。受け手の大規模農家層は十分に規模拡大

の条件を整えているが，中・小規模農家層の出し手が

いまだその契機をつかみえていない。これは安定した

就労機会の拡大と関連する問詰で，現状では農業収入

に強く依存し，反収水準を大きく支配する管理作業を

自ら行ない，容易に離脱しようとしない。これは老人

層がまだ存在し，その働きの場．健康維持の場，生き

がいの場として管理作業を受けもっているからである0

しかし．外部労働力吸引の度合の上昇とともに，兼業

農家はより安定した兼業を目ざし．規模拡大を志向す

る大規模農家層へ作業委託から請負耕作へと委託の度

合を強め，逐次．「土地もち労働者」としての性格を

強めてゆくことになろう（第1図）。

このように，事業によって作り出された耕地基盤と

大型校械利用は外部条件としての兼業機会の増大に対

応した上・下層間の作業受委託を通じて農民層分解を

早め，大規模農家層の規模拡大化を促進させる条件を

形成させた。今後の農業生産の担い手として大規模農

家層の役割はますます大きく．個別経営による耕作限

第1図　水田作農家の展開模式図

界の拡大と，家族労働による生産意欲の増加が生産力

を支えてゆくであろう。


